



























1 ）　㈳日本経済団体連合会「企業倫理徹底のお願い（2008年 9 月16日）」日本経済団体連合会 HP,
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国連環境計画（UNEP）との協力により「欧州モニタリング評価プログラム（Co-operative Programme for 















































の部門責任者は贈賄阻止の行動を起こすことを拒んだと証言した（“Frankfurter Allgemeine 紙 ”，2008年 5
月26日）。また直近の報道によれば，同社がおよそ4億ドルの罰金を支払うことで，数年にわたって行われて
来たドイツと米国での汚職の捜査は一応終結することとなった。ミュンヘンの検察当局は，監督義務違反で
の同社の当時の役員に対する訴訟手続きを中止すると伝えられている（“Frankfurter Allgemeine 紙 ”，2008
年12月16日）。
　















　ドイツにおいては，英語でいう “Business Ethics” が意味するところを，“Wirtschaftsethik
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出所：Dietzfelbinger, Daniel（2002）Aller Anfang ist leicht. Unternehmens- und Wirtschaftsethik für die Praxis, 
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およそ以下の 5 つの原理があげられる。すなわち，公正の原理（Prinzip der Gleichheit），討論
の 原 理（Prinzip der Diskurses）， 責 任 の 原 理（Prinzip der Verantwort）， 合 理 性 の 原 則












21）　Homann, Karl/Franz Blome-Drees, Wirtschafts- und Unternehmensethik, UTB, 1992, S. 26, S. 49.
22）　Sozialdemokratischen Partei Deutschlands, Hamburger Programm Grundsatzprogramm der 
Sozialdemokratischen Partei Deutschlands Beschlossen auf dem Hamburger Bundesparteitag der SPD am 
28. Oktober 2007, SPD, 2007, S. 14-16.,
http://www.spd.de/show/1731549/Hamburger%20Programm_final.pdf.（最終アクセス日，2008年12月22日）。
23）　Albach, Horst,“Grundsäztliche Überlegungen Allgemeine Etik und zur Rolle der Unternehmensethik in 
der Unternehmensteorie”, Andreas Georg Scherer/Moritz Patzer（Hrsg.），Betriebswirtschaftslehre und 
Unternehmensetik, Gabler, 2008, S. 6. あるいは Göbel, Elisabeth., a.a.O. など。
24）　田中美記子「前掲稿」35頁。Göbel, Elisabeth., a.a.O., S. 33.
25）　Sozialdemokratischen Partei Deutschlands, a.a.O., S. 18. 
　





























26）　田中美記子「前掲稿」35頁ならびに Küpper, Hans-Ulrich, Unternehmensethik: Hintergründe, Konzepte 
und Anwendungsbereiche, SCHÄFFER POESCHEL VERLAG, 2006, S. 181-202を参照。
27）　Steinmann, Horst /Albert Löhr/Shinji Suzuki, “Unternehmensethik‒100 Jahre Betriebswirtschaftslehre in 
Deutschland",『長岡大学紀要』第 2 号，2003年，21頁以下。
28）　Steinmann, Horst /Albert Löhr/Shinji Suzuki,「前掲稿」22頁。
29）　Steinmann, Horst /Albert Löhr/Shinji Suzuki,「前掲稿」22頁。
30）　1995年に起きたロイヤルダッチシェル社の北海におけるブレントスパー廃棄問題がこれに該当しよう。加
えて，ナイキ社のサッカー用具の下請け工場において劣悪な労働環境で児童労働が行われていたことが
































31）　Steinmann, Horst/Oppenrieder, B., “Brauchen wir eine Unternehmensethik?”, Die Betriebswirtschaft, 45 




34）　Albach, Horst（Schriftleitung），ZfB-Ergänzungsheft, ZfB UNTERNEHMNESETHIK Konzept-Grenzen-
Perspektiven, 1/1992.
35）　Albach, Horst, “Betriebswirtschaftelehre ohne Unternehmensetik!”, Zeitschrift für Betriebswirtschaft, 
Gabler Verlag, 75 jg., Heft 9, 2005, S. 809.
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誉役員会（ehrenamtlichen Vorstand）たる取締役会（Der Vorstand des DNWE）により指揮さ
れ，その上部には理事会（Das Kuratorium des DNWE） が位置し，役員会をサポートしている。 








D. ディートフェルビンガー 取締役：（2000年から）MAN 株式会社














理事：Aktion Gemeinsinn e.V財団ならびに国際司法NGO団体Transparency 
International ドイツ支部理事，SURTECO 株式会社監査役，企業倫理センター
監査役
（ベルリン自由大学の研究グループ “Ethik und Wirtscheft in Dialog"（EWD）の創設
メンバーであり，（DNWE）の創設メンバー）
カール－ヘルマン．ブリックル
理事：サンライフ フェアならびにカールブリッツァー ツア ローゼ有限合資
会社
D. ドナー 理事：ERNST & YOUNG 株式会社
U. ハンセン 理事：ハノーファー大学教授
C フォン　ホイエンシールド
理事：国際司法 NGO 団体 Transparency International ドイツ支部理事，ウエ
ストヨーロッパ抵当銀行マネージャー
M. ハインリッヒ 理事：ライツメタルワーキングテクノロジー有限合資会社 CEO
P. コスロウスキー 理事：アムステルダム自由大学
ハビル J. ウィーランド 理事：企業倫理センター 学術ディレクター
出所：http://www.dnwe.de/vorstand.php（最終アクセス日，2008年 8 月21日）。
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　また，DNWE は1987年にブリュッセルに設立され，欧州における企業倫理の研究ならびに実




























































下 GC と表記）46）の影響を強く受けている。たとえば前述の DNWE の理事長であるクラウス 
M. ライジンガーは，当時の K．アナン国連事務総長の意を受けて制定された国連 GC の策定作
業担当者の一人である（表－ 2 ）。またドイツ連邦政府も GC が目的とするところの意を強く支
持している47）。
 　GC についてここで少し確認しておこう。GC の目的は主として 2 つある。その内の 1 つが，
世界中のビジネス活動に10の原則を組み入れることである（表－ 3 ）。




47）　Friske, Cindy/Bartsch, Elmar/Schmeisser, Wilhelm, a.a.O., S. 145.
　














wirtschaftliche Zusammenarbeit und Entwicklung） と ド イ ツ 技 術 協 力 公 社50）（Deutsche 
Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit ：以下 GTZ と表記）とが同調，協力して，このイ
ニシアチヴへの対応を司る事務所をベルリンに開設した。新たに設立されたこの組織は，企業，
行政府および学術組織と関わりあいながら GC への参加を促すとともに，「ドイツ・グローバ





51）　Friske, Cindy/Bartsch, Elmar/Schmeisser, Wilhelm, a.a.O., S. 146.
表－ 3　国連グローバルコンパクト（The Global Compact）
人 権
企業は，
原則 1 ： 国際的に宣言されている人権の保護を支持，尊重し，
原則 2 ： 自らが人権侵害に加担しないよう保護すべきである。
労働基準
企業は，
原則 3 ： 組合結成の自由と団体交渉の権利の実効的な承認を支持し，
原則 4 ： あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持し，
原則 5 ： 児童労働の実効的な廃止を支持し，
原則 6 ： 雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである。
環 境
企業は，
原則 7 ： 環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持し，
原則 8 ： 環境に関するより大きな責任を率先して引き受け，








　さて，GC への一層の参加を促したいドイツ政府が100％出資している企業体である GTZ は，一























　また，彼らが従う具体的なルールは贈収賄（Aktive und passive Bestechung），贈答品あるい
はその他利益になるものの授受（Annahme von Geschenken und anderen Vorteilen），物品の贈
与ならびにその他利益になるものの供与（Geben von Geschenken und Gewähren von anderen 
Vorteilen），副業との利害対立（Interessenkonflikt Nebentätigkeiten），個人的あるいは財務的
な関係での利害対立（Interessenkonflikt persönliche oder finanzielle Verbindungen），密接な関
係があるかあるいは関連した人の雇用（Beschäftigung nahestehender Personen），公私の分離
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